
運　動　方　針　（案）

立党60年、戦後70年を迎えて

組織広報委員長　梶 原　大 介　

■「統一地方選挙に勝利し、来たる参議院議員選挙必勝に向けた組織づくり」

　本年は、高知県知事選挙、県議会議員選挙、７の市町村長選挙、16の市町村議

会議員選挙が行われ、多くの同志が激戦に挑んでいる。「地方こそ、成長の主役。」

を旗印に、「地方創生」などの主要政策を、有権者に向けてわかりやすく提示し、あ

らゆる手段と地道な運動を積み重ね、各級選挙に勝ち抜いていく。厳しい戦いとな

る来年の参議院通常選挙高知県選挙区勝利のための地歩を固める。

■「１小選挙区 4,000 名党員獲得運動」いよいよ本年末が期限

　昨年の党大会にて、これまでにない党員拡大策「国会議員・選挙区支部長は1,000

名を目標数とし、地域・職域支部らと連携して1小選挙区4,000 名党員を目標とし

た党員獲得運動推進要綱」を強力に展開することが決定され、県連大会においても

運動方針として承認された。　

　これは、２か年計画で、本年末を期限としている。

　達成者にはインセンティブ（党役員人事、比例代表名簿の登載順位決定での考慮・

判断材料とする）を与える一方、未達成者は一定の責任（不足数に2,000円を乗じ

た金額を県連に納めるなど）を課するとしている。

　期限となる今年、その目標達成に向けて、衆参国会議員が旗振り役となり、県議

会議員をはじめ、各級議員、支部長らと連携し、各支部での具体的で地域の特性に

あった党員獲得計画を策定し、1小選挙区4,000 名の党員獲得に努めていく。

■ 「地域に根ざす、地道な組織活動」

　統一地方選前半戦の県議会議員選挙において、青年部局世代（30 ～40歳代）
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議員は9名となった。ＫＯＣＨＩ自民党政経塾の修了生も当選した。本年も、政経塾、

各種団体との交流、地域イベントへのボランティア活動、数年ぶりとなる「学生部」

の設置、研修会等を通じて、次代を担う有為な人材の発掘と自己研鑽を、青年部局

党員が中心になり努めていく。

　7月1日に運用開始となる「189 番」、児童相談所全国共通電話番号の普及など、

女性局による社会的活動も実施していく。

　本年も部総会の開催を活発化させていく。昨年は一部の地域支部で総会が開催さ

れておらず、該当支部役員に開催を促していく。

　昨年度、恒例の歯科医師連盟とのデンタルミーティングに、薬剤師連盟、医師連

盟の皆様にも参加頂いた。本年も、看護連盟をはじめ、職域支部や各種友好団体と

の意見交換会等を政調会と連携して行いたく、関係各位の皆様には開催のご協力を

お願いしたい。

　また、県議会議員による地域訪問、現地視察を例年以上に増やし、直面する「人

口急減・超高齢化」という危機に立ち向かう為、各地域独自の魅力を持つ「地域資源」

の発掘をはじめ、課題へ対応する諸策の実現にスピード感をもって取り組む。

■ 「インターネット選挙運動の取組み」

　平成 25 年の参院選における共同通信社の出口調査によると、投票にあたってネッ

ト情報を参考にしたと回答した率が 10.2％だった。別の調査ではあるが、街頭演説

5.7％、連呼 0.8％、電話による勧誘 0.8％との回答がある。高知県内には、必ずし

もこの数値が当てはまらない選挙結果もあるが、ネット選挙運動の効果をあなどれな

い調査結果である。　

　ネット選挙解禁後の初の統一地方選での活用実績を精査し、18 歳選挙権の時代

にも対応した SNS の有効・最適活用すべく、改善に本年も努めていきたい。

■ 「広報活動としてのネット活用を拡充」

　マスコミに取り上げられることが非常に少ない地方議会議員の日常活動を、どのよ
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うに有権者へ伝えていけるのかといった大きな課題にも、ひとつの解決策として、Ｓ

ＮＳをはじめ、ネットの有効な活用術を試みていきたい。

　党本部とも連携し、急激に普及がひろがるスマートフォン媒体対策を、県連サイト、

ウェブ活用方法の見直しを含め、「伝わる」、「手軽さ」を念頭に、研究、活用を行う。

■「立党 60 年、戦後 70 年」

　本年、立党 60 年を迎えました。また、戦後 70 年という節目の一年でもあります。

次ページに、3 月 8 日、東京で開催されました第 82 回自民党大会で示された運動方

針の前文を掲載いたしました。
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以上、第 82 回自由民主党大会於
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